予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業大学校費　
	事業名　施設整備事業（運営）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農業大学校　総務課　電話番号：0574-62-1226
　　　　　　　E-mail： c24405@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     ５，５２１千円（前年度予算額：２０，０００千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	20,000
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	15,000
	5,000

	要求額
	5,521
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	5,521

	決定額
	4,100
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	　　0
	4,100


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

  　学生のプロジェクト学習に用いる施設、ほ場の整備及び更新を下記の内容で行う。
　　①ハウス改修工事
　　　　平成27年度に改修または建替えが行われたパイプハウス（２号、３号、４号、５号、６号、13号、14号およびイチゴ育苗ハウス）は令和元年度現在、工事後４年を経過しており、被覆フィルムの破損や透光性の低下が目立つようになり、来年度にはフィルムの耐用年数の５年を迎え、透光率やフィルム強度はさらに低下するものと思われる。また、ハウス開口部に展張されている防虫ネットについても、経年劣化による破損のため防虫効果が低下している。このため、当該ハウスに展張されている被覆フィルムおよび防虫ネットの張り替え工事を行う必要がある。

　②かき園整備工事

　　　　現在農大にはかき園として１号園および３号園が整備されているが、いずれも老木園のため、園の生産性は低く、また本県の最近の植栽品種とは大きく異なった品種構成となっている。一方、５号園（もも）の老朽化を受けて平成27年度にももを植栽した２号園が成園化したので、５号園にかきを植栽する。

これにより、本校かき栽培の生産性の向上を図るとともに、学生が本県最新のかき栽培技術を学ぶためのかき園を再整備することとする。
（２）事業内容

①ハウス改修工事
　　上記ハウスの被覆材（フィルムおよび防虫ネット）の張替え工事を行う。被覆フィルムは厚さ0.15mm、耐用年数５年以上のフィルム、また、防虫ネットは５号および６号ハウスを除き目合0.4mmのネットを展張する（５号、６号ハウスは目合1.0mm）。

②かき園整備工事
　　老朽化が著しい５号園（もも）を廃園とし、抜根・整地後、冬季にかき苗木を植栽する。あわせて隣接する２号園（もも）との間に農薬飛散防止用ネットを設置する。なお、新たなかき園は現在の本県栽培品種に準じた品種構成（早秋－太秋－富有）とする。
（３）県負担・補助率の考え方
　　県　１０／１０

（４）類似事業の有無　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金  額
	事業内容の詳細

	需用費
	4,845
	

	
	消耗品費
	264
	かき園鳥獣害防止資材一式234　土壌改良資材30

	
	修繕料
	4,581
	パイプハウス被覆資材張替え工事（2号ハウス 887、3号･4号･13号･14号ハウス2,426、5号･6号802、イチゴ育苗466）

	工事請負費
	605
	農薬飛散防止用ネット(かき園整備事業)605

	原材料費
	71
	かき苗木(かき園整備工事) 71

	合　計
	5,521
	


	　決定額の考え方　

  事業内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　・長期構想

　　Ⅱ―２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　　　　　　・農業の担い手を育成・確保する
（２）国・他県の状況

　・岐阜県を含む４２道府県が農業大学校を設置
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

　儲かる農業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる。

　市場のニーズを把握し、地域経済を支える地場産業としての農業・畜産業

を育成し、地域住民の所得を確保することによって、農山村地域の持続可能性を高める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	指標として数値化することが難しい。




（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　農業改良助長法により「農業者研修教育施設において農業を担う者に対して研修教育を行う。」としており、その趣旨に基づいて教育を実施した。




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　当校は全寮制教育で、1,200時間の学習を実施しており、農業後継者育成のため、実践的な農業教育を実施した。
なお、卒業生は平成26年度から平成30年度までの５年間で７７人が就農している。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	農業大学校の古い施設や設備を整備していくことで、円滑に学校運営を進めることができる。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　老朽化した施設を整備することで、学生のプロジェクト研究をより効果的、効率的に実施することができ、一定の成果が認められる。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　施設整備の優先度、有効性について施設ごとに検討し、計画的に整備を進めている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　明日の岐阜県農業を担う農業者を育成するため、入学者の確保及び就農に向けた取り組みを一層強化する。
　学生に安全かつ快適な環境の中で、知識と技術を習得させるため、施設・設備の計画的な再整備が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　入学者の確保のため、農業高校等を訪問し、農大の教育方針及び卒業生の進路情報を提供し、農大への学生募集の推進を行う。
　また、多様な就農者の確保に向けて、市町村、農林事務所、農業士会、農業団体等との連携を強化し、新規就農希望者の受け入れ支援体制整備を図る。


